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令 和 ２ 年 ７ 月 13 日 

一部改定 令 和 ３ 年 ２ 月 26 日 

一部改定 令 和 ４ 年 １ 月 28 日 

一部改定 令 和 ７ 年 10 月 ７ 日 

内 閣 府 健康・医療戦略推進事務局 

内閣府科学技術・イノベーション推進事務局日本医療研究開発機構担当室 

文部科学省 研 究 振 興 局 

厚生労働省 大臣官房 厚生科学課 

経済産業省 商務・サービスグループ 

健康・医療分野におけるムーンショット型研究開発制度の運用・評価指針 

１．制度の特徴 

○ 未来社会を展望し、顕在化するであろう国内外の社会課題を解決する観点から、人々

を魅了する野心的目標（ムーンショット目標（以下「MS 目標」という。））、研究開発

構想（以下「構想」という。）を国が提示する。

○ 基礎研究段階にある知見やアイデアを最大限に引き出し、従来技術の延長にない、

より大胆な発想に基づく挑戦的研究開発を推進する。

○ MS 目標の達成のため、それぞれの MS 目標の下に、原則複数のプロジェクトマネージ

ャー（以下「PM」という。）を採択し、PM が推進する複数の研究開発プロジェクト（以

下「プロジェクト」という。）で構成されるプログラムを統一的に指揮・監督するプ

ログラムディレクター（以下「PD」という。）を任命する。

○ PM にプロジェクトの推進に係る権限を付与する。PM の指揮の下、世界中から研究者

の英知を結集しつつ、臨機応変なマネジメントを推進する。

○ PD は、MS 目標を戦略的に達成していくためのポートフォリオ（プロジェクトの構成

（組み合わせ）や資源配分等の方針をまとめたマネジメント計画。以下「ポートフォ

リオ」という。）の案を構築し、これに基づき、研究推進法人がポートフォリオを最
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終決定する。PM は、基礎研究段階にある様々な知見やアイデアを採り入れ、失敗を

恐れず挑戦的な研究に取り組み、革新的な研究成果を発掘・育成する。 

○ 基金制度のメリットを活かし、ポートフォリオの再編を繰り返しながら、研究開始

時点から最大１０年間の支援を可能とする研究開発を実施する。 

○ 関連する国内外の研究開発動向等を常に共有するとともに、研究者が連携して最先

端研究に挑むことができる最先端の研究支援システムを構築する。 

○ 研究活動により生み出された研究データ1の利活用とそれによる先進的な研究マネジ

メント支援を促進するため、先行的に研究データ基盤システム(NII Research Data 

Cloud)2の活用を図るなど、先進的なデータマネジメントを推進する。 

○ 将来における研究開発成果の社会実装を見据え、研究開発段階から産業界を巻き込

んだオープン・クローズ戦略を検討し、派生的な研究成果のスピンアウトを積極的

に誘導する。 

 

２．MS 目標の決定及び構想の策定  

○ 健康・医療戦略推進本部（以下「本部」という。）に置かれる有識者会議において、

未来社会を展望し、顕在化するであろう国内外の社会課題を解決する観点から、MS

目標案を議論する。 

○ 本部は、同会議の議論等を踏まえ、MS 目標を決定する。なお、MS 目標の決定にあた

っては、研究者等からのアイデアや知見を最大限引き出すよう配慮する。 

○ 関係府省は、MS 目標を達成するための構想を策定する。なお、MS 目標の達成に向け

た考え方や国際戦略の視点が盛り込まれるよう考慮する。 

 
1研究データとは、研究開発の過程で⽣み出されるデータで、電磁的な形態により管理が可能なもの。
（内閣府「研究データ基盤と国際展開ワーキンググループ」報告書（令和元年 10 ⽉）） 
2統合イノベーション戦略 2019（令和元年 6 ⽉閣議決定）に基づき、研究データの管理・公開・検索を
促進する研究データ基盤システムとして、NII Research Data Cloud が 2021 年から本格運⽤を開始して
いる。 
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○ 社会環境の変化や科学技術の進展等に応じ、必要と認められる場合は、技術的な実

現性に関する評価を行い、国内外の見解を聴取した上で、本部は MS 目標の追加・変

更等を行う。 

 

３．研究開発の推進体制  

【本部】 

○ 本部は、MS 目標を決定する。 

○ 本部に置かれる有識者会議は、研究開発の進捗状況等について、ムーンショット型 

研究開発制度に係る戦略推進会議（以下「戦略推進会議」という。）の議論に関して

原則として毎年度報告を受け、本制度全体の推進に関し、大局的見地から助言する。 

 

【戦略推進会議】 

○ 研究開発の戦略的な推進、研究開発成果の実用化の加速、関係府省や関係研究推進

法人の間の効果的な連携・調整を図るため、産業界、研究者、関係府省等で構成する

戦略推進会議を設置する。 

○ 戦略推進会議は、次に掲げることを任務とする。 

一 原則として、毎年度、研究推進法人から進捗等の報告を受け、MS 目標の達成に

向けて、全体俯瞰的な視点から、プロジェクト構成の考え方、資金配分の方針等

に関して承認・助言を行う。 

二 研究開発成果の橋渡し、民間との連携、官民の役割分担を踏まえた適時の民間

投資の呼び込みを含め、研究開発成果の社会実装3に向けた方策を助言するととも

に、研究開発成果の社会実装等に関する支援を行う。また、国際連携を促進する

ための助言も行う。 

 
3 関係府省、研究推進法⼈、PD 及び PM も制度の特徴である⼤胆な発想に基づく挑戦的研究開発の推
進に⽀障が⽣じないよう、将来を⾒据えつつ各プログラム⼜は各プロジェクトの進捗等に応じた社会実
装に留意する必要がある。 
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○ 制度運営の透明性、及び説明責任に最大限に配慮するため、戦略推進会議における

進捗報告や議事録は、原則公開とする。 

 

【関係府省】 

○ 関係府省は、MS 目標の達成を目指し、他府省と連携しつつ、達成に向けた考え方や

国際戦略の視点を考慮した構想を策定するとともに、国の主要な戦略等に位置付け、

将来の研究開発成果の社会実装を見据えつつ関係する研究開発を戦略的かつ一体的

に推進する。 

○ 関係府省は、健康・医療戦略や医療分野研究開発推進計画の下、必要に応じて、国内

外の研究開発動向や研究の進捗状況等を踏まえ、構想を見直すことができる。 

 

【研究推進法人】 

○ 研究推進法人は、MS 目標の達成に向けた構想の実現に責任を有する。 

○ 研究推進法人は、次に掲げることを任務とする。 

一 MS 目標毎に、適任と認める者を PD に任命し、指導・監督する。必要に応じて、

PD を補佐するサブ PD（複数可能）を任命することができる。 

二 PD と協議した上で、MS 目標の達成に向け、原則複数の PM を公募・採択する。 

三 PD が構築したポートフォリオ（案）に基づき、ポートフォリオを決定する。 

四 PM に対して、PD の指揮の下でプロジェクト計画書を策定するよう指示する。 

五 国内外の研究開発動向や研究開発成果の社会実装に向けた課題等に関する情報

を収集・分析する。情報の収集・分析にあたっては、人文学及び社会科学系研究

者等を含む外部有識者の意見を取り入れ、国際ベンチマークなど国際比較や規

制・国際標準化・レギュラトリーサイエンスへの研究開発における対応状況を整

理する。 
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六 PD 及び PM からプロジェクトの進捗状況、これに応じた研究資金の配分や配分

先の見直しの妥当性、研究開発の進捗等に応じた官民の役割分担の状況の妥当

性について聴取し、その内容を戦略推進会議へ原則として毎年度報告する。 

七 PD 及び PM が的確にマネジメントを遂行できるよう、知的財産管理、国際標準

化、広報、技術動向調査等に係る支援を実施する。加えて、研究開発成果の社会

実装の観点から有望なプロジェクト（又はプロジェクトの一部）を早期の段階か

ら見定め、研究開発成果の社会実装に向けた具体的な道筋を付けるための目利

き機能が効果的に発揮されるよう、必要に応じて専門人材の支援を得ることが

できるようにする。また、国民の理解と支持を得るため、PD 及び PM が研究活動

を社会に対して分かりやすく説明する双方向コミュニケーション活動（国民と

の科学・技術対話）を円滑にできるよう支援する。 

八 倫理的・法制度的・社会的課題（ELSI：Ethical, Legal and Social Issues）／

数理科学等の分野横断的な支援も研究開発の加速や研究開発成果の社会実装に

とって重要であることから、PD と分野横断的な研究者との意見交換会の場を設

置し、PD が PM に対する分野横断的な研究者の支援が必要であると判断し、かつ

PM も当該支援を必要とする場合には、当該 PM が分野横断的な研究者の支援を受

けることができるような仕組みを構築する。 

九 PD の事故又は欠員が生じた場合及び PD が任務を果たせていないと判断した場

合には、速やかに新たな PD を任命する。なお、PM の事故又は欠員が生じた場合

及びPMが任務を果たせていないとPDが判断した場合には、PDと協議した上で、

速やかに、当該プロジェクトの体制の見直しを行う。プロジェクトを存続させる

場合の PM の選定方法は公募以外の方法も含め、詳細は研究推進法人が定める。 

十 PD、サブ PD 及び PM の処遇について詳細を決定する。 

十一 未来社会を担う大胆かつ柔軟な発想を有する若手研究者がプロジェクトに積

極的に参画できる環境を構築するとともに、目標達成に必要な人材の育成につ

いても支援を可能とする。 
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十二 最先端の研究支援システムを構築するため、研究推進法人は連携し、関連す

る国内外の研究開発動向等を共有する。 

十三 先進的なデータマネジメントを推進するため、研究データ基盤システムを用

いるなどによって、PM 及び研究者に提出させたメタデータ4から構成されるデー

タカタログを管理する。 

○ 研究推進法人は、効果的・効率的に任務を行うために、関係府省や他の研究推進法人

等と連携しながら取組5を進めるとともに、評価作業の効率化等により、研究者が研

究に専念できる環境づくりに努める。また、研究の公正性の確保に向け、先進的なデ

ータマネジメントも活用しつつ、委託先等での研究活動の不正行為及び研究費の不

正使用を事前に防止する取組に努める。 

 

 

【PD】 

○ PD 及びサブ PD（以下「PD 等」という。）の任期は、原則５年とし、再任を妨げない。 

○ PD 等の国籍は問わない。ただし、任命後、国内に拠点を置くことを基本とする。 

○ PD は、次に掲げることを任務とする。 

一 MS 目標達成及び構想実現に向けて、研究実施期間以後の 2040 年に向けた見通

しを立て、その見通しを踏まえたポートフォリオ（案）を戦略的に構築し、研究

開発成果の社会実装、国際連携などの観点を含めたポートフォリオの戦略を PM

や研究者などと共有しながら、研究開発を挑戦的かつ体系的に推進する。 

 
4 データそのものではなく、そのデータを説明するための情報を付与したデータ。データの名称、デー
タの説明、データの管理者、データの所在、連絡先、データの保存・共有・公開の⽅針等の情報を含
む。 
5 MS ⽬標間やムーンショット型研究開発制度以外で⾏われている事業との間におけるプログラム単位
⼜はプロジェクト単位での情報交換⼜はワークショップ・シンポジウム開催、連携プロジェクトの創
設・実施など。研究開発成果の導出に向けた研究推進法⼈内の他事業との連携を含む。 
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二 ポートフォリオの構築にあたっては、研究開発の革新性や独創性、将来の経済

社会的な波及効果等を考慮し、同様の目標を目指す研究においても、研究手法に

よって成功（失敗）の見込みや研究成果（リターン）が異なることから、研究手

法の異なるプロジェクトを複数組み合わせることを原則とする。例えば、成功の

見込みが低いが著しい研究成果を得られるプロジェクト、成功の見込みは高い

が一定程度の研究成果を得られるプロジェクトがある場合には、成功の見込み

や研究成果を総合的に勘案して資金配分する。また、成功した場合に研究成果が

期待できるが、技術的な精査が必要なプロジェクトがある場合には、プロジェク

トの実現可能性調査（Feasibility Study）として開始（スモールスタート）し

て、その後の進捗状況に応じて、資金配分を増減させていく。 

三 ポートフォリオに基づく研究開発の進捗状況を常に把握して、研究が順調に進

捗しているものには、資源の重点配分をしていく、あるいは成果が全く見込まれ

ないと認められる場合にはプロジェクトを中止するなど、常にポートフォリオ

を見直しながら、関係するプロジェクトを統括する PM に対して統一的な指揮・

監督を実施する。 

四 外部評価の結果や戦略推進会議の助言等を踏まえ、ポートフォリオの見直しを

主導する。 

五 将来の研究開発成果の社会実装までを見据えた民間との連携・研究成果の橋渡

しの推進や国際連携の促進等を通じて、PM 活動を側面支援するとともに、研究

内容を客観的に評価し、民間資金の活用を主導する。また、プログラムについて

社会に対して分かりやすく説明する双方向コミュニケーション活動（国民との

科学・技術対話）を行う。 

六 その他、担当する研究の推進に必要な事項を行う。 

 

【PM】 

○ PM の国籍は問わない。ただし、任命後、国内に拠点を置くことを基本とする。 
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○ PM については兼業を可能とし、研究推進法人が PM の研究専従率（エフォート）を設

定するものとする。 

○ PM は、次に掲げることを任務とする。 

一 PD の指揮の下、公募時に提案したプロジェクトをより高質・良質なものにする

ための作り込みを行い、プロジェクト計画書を策定（プロジェクトの目標の設定、

研究開発の内容や実施スケジュールの作成、実施体制の構築、プロジェクト内の

参加研究開発機関への研究資金の配分計画の策定等）し、研究推進法人の支援を

得ながら、国が策定した構想や、将来の研究開発成果の社会実装を見据えたポー

トフォリオの戦略を踏まえ、プロジェクトを戦略的に実施する。さらに、プロジ

ェクトの変更、一部研究成果のスピンアウトを含めた方向転換等を機動的かつ

柔軟に実施する。 

二 適切な知的財産管理及び情報管理を行いつつ、国際連携を積極的かつ戦略的に

推進する。 

三 研究内容を客観的に評価し、民間資金を活用することが有効な段階にある研究

開発については、受け皿となる民間企業を探索するとともに民間資金を活用す

るよう努める。また、プロジェクトについて社会に対して分かりやすく説明する

双方向コミュニケーション活動（国民との科学・技術対話）を行う。 

四 管理対象データの範囲等を定めたデータマネジメントプラン（DMP）を策定する

とともに、これに基づき、研究者から管理対象データのメタデータを集約し、研

究推進法人に提出する。また、研究データ基盤システム等を用いて、管理対象デ

ータの保存、共有及び必要な範囲での公開を行う。 

 

４．研究開発の実施方法  

【公募・採択】 

○ 研究推進法人は、PD と協議の上、国内外から PM を公募し、原則複数の PM を採択す

る。この際には、総合的な視点から採択できるようにするため、外部有識者による評
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価体制を構築し、外部有識者の意見を聴くものとする。なお、従来技術の延長にな

い、より大胆な発想に基づく挑戦的研究開発を推進するという本制度の趣旨を踏ま

えて外部評価体制を構築するものとする。 

○ PM の採択にあたっては、以下の点に留意する。 

・最先端の研究開発を推進するため、国内外の関連する研究者等の幅広い人的なネ

ットワークや専門的な知識を有すること 

・最適な研究開発体制を構築し、進捗状況等に応じて機動的に体制を見直す等のマ

ネジメント力、リーダーシップ力を有すること 

・PM から提案されたプロジェクトの目標や内容（以下「提案内容」という。）が、従

来のものと比べ、より大胆な発想に基づくものかつ挑戦的なものであり、将来の

産業・社会に大きなインパクトが期待される革新的なものであること 

・２０４０年の目標達成に向けて、技術的観点や官民の役割分担を含む研究開発成

果の社会実装の観点から妥当なシナリオ（成功の仮説）を明確に説明できるもの

であること 

・提案内容が国内外を問わずトップレベルの研究開発力や知識、アイデアを結集す

るものであること 等 

 

【ポートフォリオの構築／プロジェクト計画書の策定】 

○ 研究推進法人は、PM に対して、PD の指揮の下、プロジェクトの作り込み・プロジェ

クト計画書の策定を行うよう指示する。 

○ PD は、MS 目標達成及び構想実現に向けて、ポートフォリオ（案）を戦略的に構築す

る。 

○ 研究推進法人は、PD が構築したポートフォリオ（案）に基づき、ポートフォリオを

最終決定する。 
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○ 研究推進法人は、公正かつ適正に研究開発を推進するため、プロジェクト計画書の

策定及び実施の過程において、PD 及び PM 等の利益相反関係のチェック体制を整備

する。 

 

【研究開発の実施】 

○ PM は、PD の指揮の下、自らの権限と責任で研究開発の進捗状況等に応じてプロジェ

クトにおける個別の研究開発課題の加速、減速、一部研究成果のスピンアウトを含

めた方向転換等を機動的かつ柔軟に推進する。 

○ PD 及び PM は、国内外の研究開発動向を常に把握し、研究開発の進捗状況等に応じ、

ポートフォリオ及びプロジェクトを機動的に見直す。また、ポートフォリオの戦略

を踏まえ、必要とされる国際連携を積極的かつ効果的に推進する。 

○ PD 及び PM は、研究者間の情報交換や研究データの保存・共有・公開を促すなどの先

進的なデータマネジメントを推進する。 

○ 研究推進法人は、PD 及び PM のマネジメント活動を積極的に支援するとともに、必要

に応じて外部有識者等が PD 及び PM に対する助言等を行える環境を整備する。 

 

【戦略推進会議への進捗状況等の報告】 

○ 研究推進法人は、プログラムの進捗状況等を戦略推進会議へ原則として毎年度報告

し、その助言等を受けて、プログラム（プロジェクトの構成、資金配分の方針等）の

改善を行う。 

 

【実施期間】 

○ ポートフォリオの再編を繰り返しながら、研究開始時点（複数のプロジェクトのう

ち、最初のプロジェクトを開始した時点）から最大１０年間の支援を可能とする。 
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○ 研究推進法人は、外部評価及び自己評価の結果を戦略推進会議に報告し、同評価の

結果や同会議の助言を踏まえて、PD と協議した上で、プロジェクトの継続、加速・

減速、変更、終了等（ポートフォリオの見直し等）を決定する。 

○ 本部は、研究開始時点から５年目に MS 目標に対する進捗状況、今後の MS 目標の達

成の見通しを評価し、MS 目標の達成に向けた研究開発（プログラム）の継続・終了

を決定する。 

 

５．研究開発の評価等  

【評価】 

○ 研究推進法人は、外部有識者による評価体制を構築し、外部評価を実施する。 

○ 外部評価の実施時期は、原則として、研究開始時点から３年目及び５年目とし、５年

を越えて継続することが決定した場合には、８年目及び１０年目とする。プロジェ

クトの特性に応じ、研究推進法人が評価時期を早める必要があると認める場合には、

あらかじめ適切な時期を設定する。 

○ 研究推進法人は原則として毎年度（外部評価を行う年度以外）、次項で定める評価基

準を踏まえて自己評価を行い、その結果を戦略推進会議及び関係する構想を策定し

た関係府省に報告する。その際、必要に応じて外部有識者の意見も聴くこととし、そ

の場合には、併せてその意見の内容や自己評価への反映の状況を報告する。 

 

【評価の視点】 

外部評価は主に以下の視点によるものとし、本視点に基づき、研究推進法人は、関係府

省と連携して、詳細な評価基準を別に定めるものとする。 

＜プログラムに関する評価＞ 

・MS 目標達成等に向けたポートフォリオの妥当性 

・MS 目標達成等に向けたプログラムの研究開発の進捗状況 

・MS 目標達成等に向けたプログラムの研究開発の今後の見通し 
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・PD のマネジメントの状況（ポートフォリオ管理、PM への指揮・監督、機動性・柔軟

性等を含む） 

・産業界との連携・橋渡しの状況（民間資金の獲得状況（マッチング）、スピンアウト

を含む） 

・国際連携による効果的かつ効率的な推進 

・大胆な発想に基づく挑戦的かつ革新的な取組 

・研究資金の効果的・効率的な活用（官民の役割分担及びステージゲートを含む） 

・国民との科学・技術対話に関する取組 

・研究推進法人の PD/PM 等の活動に対する支援 

 

＜プロジェクトに関する評価＞ 

・MS 目標達成等に向けたプロジェクトの目標や内容の妥当性 

・プロジェクトの目標に向けた進捗状況（特に国内外とも比較） 

・プロジェクトの目標に向けた今後の見通し 

・研究開発体制の構築状況 

・PM のプロジェクトマネジメントの状況（機動性・柔軟性等を含む） 

・研究データの保存、共有、公開の状況 

・産業界との連携・橋渡しの状況（民間資金の獲得状況（マッチング）、スピンアウト

を含む） 

・国際連携による効果的かつ効率的な推進 

・大胆な発想に基づく挑戦的かつ革新的な取組 

・研究資金の効果的・効率的な活用（官民の役割分担及びステージゲートを含む） 

・国民との科学・技術対話に関する取組 

 

【評価結果の取扱い】 
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○ 研究推進法人は、外部評価及び自己評価の結果を戦略推進会議及び関係する構想を

策定した関係府省に報告する。外部評価及び自己評価の結果については原則公表す

る。 

○ 研究推進法人は、外部評価及び自己評価の結果を戦略推進会議に報告し、同評価の

結果や同会議の助言を踏まえて、PD と協議した上で、プロジェクトの継続、加速・

減速、変更、終了等（ポートフォリオの見直し等）を決定する。 

○ ポートフォリオの見直しにより、プロジェクトまたはその一部を中止する場合、研

究推進法人、PD 及び PM は、戦略推進会議の支援等も得つつ、それまでに得られた派

生的な研究成果等が他の事業や研究開発プロジェクト等に活用されるよう必要な支

援に努める。 

○ 研究推進法人は、外部評価及び自己評価の結果を、プロジェクトの継続、加速・減

速、変更、終了等（ポートフォリオの見直し等）にどのように反映したかどうかにつ

いて対外的に公表する。 

○ 研究推進法人は、研究開発終了から一定期間経過後に追跡評価を行い、法人が採択

した PM の成果のフォローアップを行う。 

 

６．プロジェクトの対象経費  

○ プロジェクトの推進に必要な経費は、本制度のために研究推進法人に造成された基

金の取り崩しにより措置する。 

○ プロジェクトの対象経費は、以下の経費を含むものとし、経費の詳細は研究推進法

人が定める。ただし、間接経費率については、国内の研究開発機関等のうち、大学は

３０％、民間企業は１０％（ただし中小企業は２０％）とし、その他については研究

推進法人の定めるところによるものとする。また、国外の研究開発機関等には、現地

の水準を考慮した間接経費率とすることができる。なお、以下の研究開発には、必要

に応じて POC（Proof of Concept）までの実証を含むことができる。 

① 研究開発の実施に要する経費 
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② プロジェクトマネジメントに要する経費 

○ 知的財産権の出願に係る費用（以下「知的財産権経費」という。）は、委託研究契約

等における研究開発経費（直接経費）として支出することができるものとする。な

お、直接経費により知的財産権経費を支出することが困難な場合、研究推進法人は

当該経費を、委託研究契約等とは別に締結する契約により支出することができるも

のとする。また、プロジェクト終了後の知的財産権経費は、各研究開発機関が負担す

る。 

 

７．知的財産権等の取扱い  

○ 知的財産権は、産業技術力強化法第１７条を適用し、委託先である研究開発機関又

は同機関に所属する研究者等に帰属することを原則とする。PM は、知的財産を MS 目

標達成等のために活用することを重視し、知的財産の利活用方針を定める。手続き

等の詳細は研究推進法人が定める。 

○ 国外の研究開発機関等が参加する場合には、研究実施により得られる知的財産権の

国外機関等の持ち分の５０％以上は研究推進法人に帰属させる。 

○ 研究実施により得られる知的財産権の移転、専用実施権の設定・移転には、全て研究

推進法人の事前の承認を必要とするものとする。 

○ 管理対象データは、研究推進法人からの委託先である研究開発機関又は同機関に所

属する研究者が、その責任において、各機関のデータポリシー等に基づき管理する。

オープン・クローズ戦略に基づき管理対象データの保存・共有・公開等の区分を明確

化し、研究データ基盤システム等の活用により、必要な範囲で研究データの公開を

行う。 

 

８．利益相反の取扱い  

○ PD 等は、PM の選定、ポートフォリオの構築及び管理を担うことから、自らが PM や

研究者として参画することは不可とする。他方、PD 等又は PM と参加研究開発機関と
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の利害関係を画一的な基準によって判断し、結果的に我が国のトップレベルの研究

開発力及び様々な知識の結集を妨げることは適切でない。このため、研究推進法人

は、PD 等と PD が構築を担うポートフォリオ内の参加研究開発機関との間の利益相

反、PM と PM が体制を構築するプロジェクト内の参加研究開発機関との間の利益相

反については、当該関係の必要性、合理性、妥当性等を考慮して参加可否を適切に判

断し、必要に応じてその結果を公表するものとする。詳細は研究推進法人が公募要

領等において定める。 

 

 


